
サービス種類 指摘項目 指摘事項

共通 運営規程

運営規程における利用料の負担割合について改める
こと。

共通 運営規程

運営規程に、「緊急時における対応方法」に係る内
容を規定すること。

共通 運営規程

運営規程について、苦情対応および事故対応に関す
る条項を設けること。あわせて、営業時間に齟齬が
あるので訂正すること。

共通 変更届

届出義務のある事項を変更した場合は、変更後１０
日以内にその旨を届け出ること。

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項（共通事項）
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

訪問介護 訪問介護計画

居宅サービス計画（サービス提供表を含む）におい
て、サービスの内容・量等に変更があった場合は、
その内容に応じて訪問介護計画を変更するととも
に、当該訪問介護計画に基づいたサービスの提供を
行うこと。

居宅療養管理
指導

訪問介護計画

ケアマネジャーへの情報提供については、サービス
担当者会議への参加により行うことを基本とし、
サービス担当者会議への参加が困難な場合や会議が
開催されない場合等においては、原則文書（メー
ル、FAX等でも可）により行うこと。
なお、サービス担当者会議において情報提供を行っ
た場合はその要点を記録し、文書等により情報提供
を行った場合は当該文書等の写しを診療録に添付す
る等により保存すること。

訪問介護
内容及び手続の説明及
び同意

重要事項説明書に記載の利用料（利用者負担金）が
地域単価を乗じた金額になっていない。早急に訂正
し、利用者への説明・了承を得ること。

訪問介護 訪問介護計画

訪問介護計画について、居宅サービス計画に沿った
訪問介護計画とすること。
（居宅サービス計画見直し（変更）があったにも関
わらず、訪問介護計画が変更されていなかったた
め、ケアマネから、正確に利用者の状況を把握し、
計画に反映させること。）

訪問介護 秘密保持

個人情報の利用について、利用者及び家族の同意書
をとること。

訪問介護
内容及び手続の説明及
び同意

運営規程と重要事項説明書で事業実施地域が異なる
（→岐南町の要否）ため、明確にするとともに、必
要に応じて変更届を提出すること。

訪問介護 事故

事故防止対策について、マニュアルを策定していな
い。作成のうえ、事故防止体制を整備すること。

訪問介護 苦情

苦情処理について、マニュアルを策定していない。
作成のうえ、対応方針・処理体制を整備すること。

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項（訪問系サービス）
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

通所介護 勤務一覧表、人員配置

看護職員が機能訓練指導員を兼務していたが、勤務
表にその旨が明記されていなかった。人員基準上必
要な職員については勤務表に明記するとともに、各
職員の専従・兼務の別を正確に記載すること。

通所介護 勤務一覧表、人員配置

　介護職員を兼務する看護職員について、その兼務
関係や従事時間等が勤務表に記載されていなかっ
た。
兼務する職員については、その職種やそれぞれの従
事時間等について勤務表上明確に記載すること。そ
の上で、介護職員においてはサービス提供時間帯に
おける勤務延時間数が基準を満たすことを確認する
こと。

通所介護 その他の日常生活費

「その他の日用品費」として費用を徴収している物
品のなかに、利用者に一律に提供されていると思わ
れるものが含まれていた。利用者に一律に提供され
るものについては費用を徴収しないこと。

通所介護 利用定員

災害その他やむを得ない事情がある場合を除き、利
用定員を遵守すること。

通所介護 研修

職員の資質向上のため、職員に対し研修を実施する
こと。特に、事故・虐待防止や衛生管理、介護技術
の向上等、サービス提供にあたって重要となる内容
の研修を計画的に行うこと。

通所介護 防災

避難その他必要な防災訓練を年２回以上実施するこ
と。

通所介護 苦情対応

苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情処理に係
る具体的な手順等を定めたマニュアル及び苦情を記
録するための記録様式等を策定し、苦情処理体制を
整備すること。

通所介護 事故対応

サービス提供中の事故等により入居者が医療機関を
受診した場合は、県事務所へ事故報告を行うこと。

通所介護 事故

事故発生（医療機関搬送・受診案件）については、
関係機関（県・市町村）に報告すること。

通所介護 入浴介助加算

入浴を実施しなかった日について、入浴介助加算が
算定されているケースがあった。当該加算に係る報
酬請求について自己点検を行い、関係市町と調整の
上必要な対応をとること。また、その結果について
報告すること。

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項（通所系サービス）
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

通所介護 通所介護費

「通所介護サービス」としての所要時間は７時間以
上８時間未満であるにも関わらず、延長サービスの
時間を含めて８時間以上９時間未満の所定単位数を
算定していた。通所介護費は、通所介護計画に位置
づけられた内容の通所介護を行うために必要とされ
る時間に応じた単位数を算定すること。
なお、過去の報酬請求について自己点検を行い、関
係市町と調整の上、必要な対応をとること。また、
その結果について報告すること。

通所介護 延長加算

所要時間が７時間以上８時間未満の通所介護サービ
スに対し、延長加算を算定していた。延長加算は、
８時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して
日常生活上の世話を行う場合に算定すること。
なお、過去の報酬請求について自己点検を行い、関
係市町と調整の上、必要な対応をとること。また、
その結果について報告すること。

通所介護 個別機能訓練加算Ⅰ

　個別機能訓練加算Ⅰの要件を満たす職員体制がな
いが、加算の取り下げをしていなかった。事業所の
体制等が加算等の基準に該当しなくなった（該当し
なくなることが明らかになった）場合は、すみやか
に加算の取り下げに係る体制届を提出すること。

(介護予防)通
所リハビリ
テーション

通所リハビリテーショ
ン費

通所リハビリテーション費の算定にあたっては、前
年度において通所リハビリテーション費を算定して
いる月（３月を除く。）の１月あたりの平均利用延
人員数を算出し、事業所規模の区分を確認するこ
と。
なお、確認の結果該当する区分に変更がある場合
は、体制届によりその旨を届け出るとともに、確認
した規模区分に対する基本単位数を正しく請求する
こと。
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

(介護予防)短
期入所生活介
護

勤務一覧表、人員配置

　看護職員が機能訓練指導員を兼務していた
が、勤務表にその旨が明記されていなかった。
人員基準上必要な職員については勤務表に明記
するとともに、各職員の専従・兼務の別を正確
に記載すること。その上で、職種ごとの従事時
間に基づき常勤換算数等を確認すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

人員基準

ユニット型、従来型それぞれの必要な人員につ
いてそれぞれに管理すること。とくに、常勤換
算数及び加算要件に関する配置について、H30
年4月～R1年11月分について自主点検し、県事
務所に報告すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

人員基準

従来型の人員基準の『介護職員及び看護職員』
の必要配置数について、基準上の常勤換算値が
確保されているか、H30年4月～R1年11月分につ
いて自主点検し、県事務所に報告すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

人員基準

ユニット型について、日中については、ユニッ
トごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員
を配置する必要があるが、勤務表上では、ユ
ニットごとの日中の常時１人以上の配置が確認
できなかった。H30月4月～R1年11月分について
自主点検し、県事務所に報告すること。

特定施設入居
者生活介護/介
護予防特定施
設入居者生活
介護

人員基準

人員基準上、「常に１の介護職員の配置」が条
件となっているが、人員基準欠如の日が見受け
られる。人員基準欠如減算の対象案件となるた
め、平成29年4月～令和元年11月の勤務実績に
ついて再確認をおこない、結果を報告するこ
と。
また、短期入所についても、運営基準上、「常
に１の介護職員」を従事させなければならない
ことになっているため、上記同様、平成29年4
月～令和元年11月の勤務実績について再確認を
おこない結果を報告すること。

短期入所生活
介護

共同生活室

食事時、１ユニットの利用者を、もう１ユニッ
トの共同生活室に集め合同で食事を提供してい
る時がある
→共同生活室の利用は、施設基準上、当該ユ
ニット利用者のユニットケアに対してのみ提供
すべき場所という位置付けであるため、２ユ
ニットの利用者を１ユニットに集め合同で食事
提供することはユニットケアの主旨にそぐわな
い
→各ユニットで、当該ユニット利用者に対する
食事提供その他ユニットケアを実施すること。

(介護予防)短
期入所生活介
護

指定短期入所生活介護
の取扱方針

利用者が、利用前の居宅における生活と連続し
た日常生活を営むために、時間帯や活動によっ
て過ごすユニットを変えることなく、それぞれ
のユニットにおいて一連の日常生活上の活動を
行うことができるよう配慮したユニットケアを
行うこと。

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項（居住系サービス）
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

(介護予防)短
期入所生活介
護

短期入所介護計画

短期入所介護計画書について、その内容に対す
る利用者の同意が確認できないもの、計画書の
交付がされていないものがあった。
短期入所生活介護計画書の作成にあたっては、
その内容について利用者又はその家族に説明
し、利用者の同意を得るとともに、当該計画書
を利用者に交付すること。

(介護予防)短
期入所生活介
護
（空床利用
型）

利用定員

災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合
を除き、利用定員を遵守すること。

(介護予防)短
期入所生活介
護

防災

避難その他必要な防災訓練を年２回以上実施す
ること

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

研修

事故防止、虐待防止、身体拘束、衛生管理、介
護技術向上等の内部研修について年間計画をた
て実施するとともに実施記録を残しておくこと

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

介護

運営基準上、「常時１人以上の介護職員」を従
事させなければならないことになっているた
め、上記同様、平成29年4月～令和元年11月の
勤務実績について再確認をおこない結果を報告
すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

看護体制加算

看護体制加算２を報酬算定しているため、兼務
職員については看護職員としての勤務時間と機
能訓練員としての勤務時間を明確に区別し管理
すること。なお、H30年4月～R1年11月について
自主点検し、結果を報告すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

サービス提供体制強化
加算

サービス提供体制強化加算については、従来型
とユニット型それぞれについて加算要件を確認
すること。H30年4月～R1年11月分にかかる加算
要件を自主点検し報告すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

事故対策

事故対策について、研修を確実に実施し、記録
を残すこと。また、医療機関を受診した事故案
件は所定の様式により報告すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

サービス提供体制強化
加算

サービス提供体制強化加算（特定、ショート）
について、平成２９年４月～令和元年１１月分
について、再計算および再確認し、結果を報告
すること。

短期入所生活
介護/介護予防
短期入所生活
介護

看護体制加算

看護体制加算２（ショート）について、平成２
９年４月～令和元年１１月分について、再計算
および再確認し、結果を報告すること。
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サービス種類 指摘項目 指摘事項
福祉用具貸与・
特定福祉用具販
売/介護予防福祉
用具貸与・特定
介護予防福祉用
具販売

衛生管理等

衛生管理について、委託先に対し、業務の実施
状況を定期的に確認すること。また、結果を記
録し残しておくこと。

福祉用具貸与・
特定福祉用具販
売/介護予防福祉
用具貸与・特定
介護予防福祉用
具販売

研修

研修の機会を確保し記録を残すこと。内部共有
および周知した記録も残すこと。

福祉用具貸与・
特定福祉用具販
売/介護予防福祉
用具貸与・特定
介護予防福祉用
具販売

指定福祉用具貸与の
具体的取扱方針

利用者に対し、福祉用具の全国平均貸与価格に
関する情報を提供すること

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項
（福祉用具貸与・特定福祉用具販売）
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サービス種類 指摘項目 指摘事項

介護老人福祉
施設

被保険者証

介護老人福祉施設の入退所にあたっては、入所に
際しては入所の年月日並びに貴施設の種類及び名
称を、退所に際しては退所の年月日を、当該者の
被保険者証に記載すること。

介護老人福祉
施設

事故

事故発生防止の指針の中に、追加項目として、事
故発生時における県・市町村への報告手順を加え
ること。

介護老人福祉
施設

個別機能訓練加算

個別機能訓練加算の要件を満たす理学療法士等が
配置されていなかった。当該加算の算定にあたっ
ては、専ら機能訓練指導員の職務にのみ従事する
常勤の理学療法士等を配置すること。
なお、当該加算に係る職員体制及び報酬請求につ
いて自己点検を行い、関係市町と調整の上必要な
対応をとること。また、その結果について報告す
ること。

介護老人福祉
施設

褥瘡マネジメント加算

褥瘡マネジメント加算について、入所者ごとの褥
瘡ケア計画の見直しにあたっては、見直しの結果
計画に変更のなかったもの等も含め、見直しの内
容やその結果等について記録を残し、管理してい
くこと。

介護老人福祉
施設

雇用

派遣契約を締結し、施設の指揮命令権に基づき機
能訓練指導業務に従事している職員は、直接処遇
職員として人員基準上の配置職員に該当するが、
勤務シフト表に明示されていない。当該職員に対
しては、（非常勤専従職員として）勤務シフト表
に明示しておくこと。

令和元年度　介護保険事業所実地指導　主な指摘事項（施設サービス）
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